
令和７年度火災警報器（連動型）設置業務委託（その３） 仕様書 

 

１．業務内容 

本市内に居住する、65 歳以上の要介護高齢者並びに防火等の配慮が必要なひとり暮

らし高齢者等及び重度身体障がい者に対し、生活上の便宜を図ることを目的とした日

常生活用具給付事業にかかる火災警報器（連動型）の納品及び設置業務を行うこと。 

受注者は、本市が指示する給付対象者の居宅に、種々の配線工事を伴った当該商

品の取付工事を行うこと。また同時に、調整作業として緊急通報システムに対する

駆動信号送信のシステム調整等を行い、火災警報器、警報ランプ付ブザー及び緊急

通報装置の連動が正常に動作し、１１９番通報を行うかどうかの稼動確認を行うこ

と。 

 

２．商品仕様 

（１） 住宅用火災警報器 

取り付け･取り外し及び附属部品の取り替えが容易にできる露出型の構造であ

り、確実に火災警報を発するもので、下記の仕様を満たすもの 

項目 仕様 

性能評価 日本消防検定協会の鑑定合格品 

感知方法 煙感知式(光電式) 

電源 AC100V電源又はリチウム電池（10年寿命タイプ） 

数量 １台を設置 

音量 
警報音により火災警報を発するもので、1m離れた地点で 70デ

シベル以上の音量を発するもの 

その他 

（１）消防長が認める住宅用防災警報器及び感知器の性能の

基準並びに設置の技術上の基準(平成 17 年 10 月 28 日大阪市

(消)告示第 32号)にかかる構造及び機能を満たしていること 

（２）緊急通報装置※や警報ブザー等外部接続機器を連動させ

ることができるもの 

（３）緊急通報装置※との接続及び親機・子機との接続は、有

線式・無線式は問わないが、本市の指定する緊急通報装置※と

接続可能なものであること。 

※使用機種：ＮＴＴ製緊急通報装置（ＳＬ―10 号ボックス

型） 

 

 

 

 

 

 

 

 



（２） 警報ブザー（ランプ付き） 

取り付け･取り外し及び附属部品の取り替えが容易にできる露出型の構造であ

り、確実に住宅用火災警報器からの警報を受信し、音及び光を発し、火災発生を

知らせることができるもので、下記の仕様を満たすもの 

 

項目 仕様 

電源 AC100V電源 

数量 １台 

音量 １ｍ離れた地点で 70デシベル以上の音量を発するもの 

その他 

（１）点灯機能を有するもの 

（２）屋外で使用できるもの（防雨形） 

（３）本市の指定する緊急通報装置※及び住宅用火災警報器に

連動させることができるもの 

※使用機種：ＮＴＴ製緊急通報装置（ＳＬ―10 号ボックス

型） 

 

（３） 参考製品 

下記に示す参考製品と同等品以上の物とし、それ以外の製品を取り扱う場合は、

入札前に事前に事業担当の承諾を得ること。 

   

製造元：ホーチキ株式会社 

品名 品番 備考 

住宅用火災警報器 

煙式（光電式 2種） 

SS-2LRA 

 

住宅用火災警報器 

リチウム電池（内蔵） 

電池寿命 10年 

警報ランプ付ブザー EA5501 屋側用・AC100V電源要 

無線アダプタ SSIAHCB  

 

３．業務詳細 

（１） 受注 

本市から受注者あてに連絡票(様式１)を送付することにより発注を行う。 

ただし、年度末については、事業担当と調整のうえ,年度内に設置業務が完了できる

受注期限を定めること。 

 

（２） 納入期限 

納入日時について、連絡票（様式１）に記載の納入期限内（概ね２ヵ月）に納入

すること。 

ただし、利用者の都合、又はその他やむを得ない事情によるものはこの限りでは

ない。 

 



（３） 調整 

消防署及び緊急通報装置設置業者と連携を密にし、利用者と納入日時の調整を

行うこと。 

 

（４） 納品・設置 

(ア)納品・設置作業に際しては、次の図を参考にした作業員用名札を着用すること。 

 

(イ)商品納入時、利用者へ使用方法及び警報音の解除操作など、取扱説明書に基づい

た商品の説明を必ず行うこと。 

(ウ)受領者については利用者本人とすること。(業者納入日、受領者氏名の記入と押印

を確認すること) 

(エ)使用する配線については２芯配線２芯電源線を必要本数用意し、機器との結線を

行うこと。モールなどを使用して配管を行うこと。配線の長さについては利用者

の居宅に応じて５～２０メートル程度にて対応できるように用意しておくこと。

緊急通報装置まで配線すること。 

(オ)屋外への配線の引き出しについては、ドリル等を用いて建物の外壁に穴を穿って

引き出すこと。配線を引き出した後は、雨風などが入らないよう処置を施すこと。 

(カ)設置場所については、居宅の状況（参考資料１）を参照の上、利用者と協議のう

え決定すること。 

品      名 設    置    場    所 

住宅用火災警報器 台所に１台を設置 

警報ランプ付ブザー 屋外の玄関脇 

移報接点アダプタ 緊急通報装置から警報ランプ付ブザーまでの

任意の１箇所 

(キ)住宅用火災警報器の設置位置については平成16年11月26日付け総務省令第138号

「住宅用防災機器の設置及び維持に関する条例の制定に関する基準を定める省令」

に基づき下記のとおり設置を行うこと。 

天井取付の場合 壁又ははりから0.6m以上はなれた天井の屋内に面する

部分(平成16年総務省令第138号第7条第2号イ) 

壁取付の場合 天井から下方0.15m以上0.5m以内の位置にある壁の屋内

に面する部分(同第7条第2号ロ) 

エアコン･換気口付 換気口等の空気吹出し口から1.5m以上離れた位置(同第
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（写真） 

会社名 

フリガナ 

氏名 

会社名 

郵便番号 

所在地 

電話番号 



近への取付 7条第3号) 

(ク)商品の設置にあたっては、確実に作動することを担保し、安全性にも充分に配慮

した設置を行うこと。 

(ケ)商品の設置以外の追加工事の希望により発生した費用については利用者負担とす

る。 

(コ)設置に際しては、各種法令等遵守の上設置を行うこと。 

 

（５） 報告 

納入後、速やかに納入報告書（様式２）、納入先一覧(様式３)、設置業務報告書(様

式４) を本市事業担当へ提出し、履行完了の報告を行うこと。 

 

（６） 支払い方法 

支払い方法については、履行完了後、請求書の提出があってから支払うものとす

る。 

 

（７） 情報管理 

本業務については、個人情報を取り扱うため、市民の個人情報保護の重要性に鑑

み、大阪市個人情報の保護に関する法律の施行等に関する条例の趣旨を踏まえ、

各条項の規定を遵守し、また、受注者の従事者にも各条項の規定を遵守させ、次

に掲げる個人情報保護の措置を講じること。 

・ 本業務に係る個人情報について、第三者への提供を禁止すること。 

・ 本業務に関して取得し、又は作成した個人情報が記録されている文書、図面又は

電磁的記録の複写及び複製を禁止すること。 

・ 本業務を受託し、又は受託していた業務に従事している者又は従事していた者は、

その業務に関して知り得た個人情報の内容をみだりに他人に知らせ、又は不当な

目的の利用について、禁止すること。 

・ 必要に応じて、本市職員による立ち入り検査を受けること。 

 

４．納入期間 

契約日～令和７年５月 31日 

 

５．予定数量 

１件（１台設置１件） 

 

６．設置場所 

大阪市内 

 

７．特記事項 

（１） 納品・設置については特段事情がない限り、平日９時から 17時を原則とする。 

（２） 借家に居住する利用者が家主等（住宅管理者）から設置にあたって申請書類の

提出を求められた場合は、受注者において作成すること。 



（３） 契約商品が製造中止となった場合には、事業担当の承認を得た上で後継機種に

変更することができる。 

（４） 受注者は、本業務にかかる処理を他に委託し、又は請け負わせてはならない。 

（５） 受注者は、契約後すみやかに作業従事者の体制表(様式５)を報告すること。 

 

８．事業担当 

〒530－8201 

大阪市北区中之島 1丁目 3番 20号  

大阪市福祉局高齢者施策部地域包括ケア推進課 

西野 莉奈 

Tel：06-6208-9995 

Fax：06-6202-6964 
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参考資料１



（様式 1） 

 連動型依頼 No, 1 

令和  年  月  日 

 

    御中 

 

   大 阪 市 福 祉 局 

高 齢 者 施 策 部 

地域包括ケア推進課 

（ 担 当 ：   T E L  6 2 0 8 - 9 9 9 5） 

 

連  絡  票 

 

下記のとおり、火災警報器（連動型）の設置について取り扱いよろしくお願いいたします。 

 

記 

フ リ ガ ナ 
 

 

氏   名 
 

 

住   所 
 

 

連 絡 先 
 

 

I    D 
 

 

火災Ｉ Ｄ 
 

«火災 ID» 

納入期限 令和 年 月 日 

台   数 
 

  

備   考 
 

 

工事日程等は、所轄消防署及び緊急通報システム委託業者と調整願います。  



（様式２） 

令和   年   月   日 

大阪市福祉局長 様 

 

住 所 又 は 事 務 所 所 在 地 

商 号 又 は 名 称 

氏 名 又 は 代 表 者 氏 名     

 

令和７年度火災警報器（連動型）設置業務委託（その３） 納入報告書 

 

標題について、次のとおり商品の納入、設置を行いましたので報告します。 

 

記 

１． 納入、設置台数 

 

  令和  年  月分 

種別 納入、設置台数 

 

【 高齢 】 

火災警報器(連動型) 

 

 

1 台設置 1 件 

 

２． 納入場所 

 

別紙納入先一覧(様式３)のとおり 



(様式３) 

納入先一覧【火災警報器（連動型）】 

【 高齢 】                                (令和  年  月分) 

 

No. 区名 対象者氏名 受注日 納品日 備  考 

      

 



(様式４－１) 

令和７年度火災警報器（連動型）設置業務委託（その３） 設置業務報告書 

NO. 氏名  

受注日 令和  年  月  日 納入･設置日 令和  年  月  日 

住所･連絡先 

 

 

    電話 (   )     －      

【住宅用火災警報器 設置前写真】 

 

【住宅用火災警報器 設置後写真】 

 

※必要に応じ複写して使用すること



 (様式４－２) 

【屋外ブザー 設置前写真】 

 

【屋外ブザー 設置後写真】 

 

 



(様式４－３) 

【移報接点アダプタ 設置前写真】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【移報接点アダプタ 設置後写真】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※必要に応じ複写して使用すること



(様式５) 

 

令和  年  月  日 

 

大阪市福祉局長 様 
 

住 所 又 は 事 務 所 所 在 地 

商 号 又 は 名 称 

氏 名 又 は 代 表 者 氏 名     

 

 

令和７年度火災警報器（連動型）設置業務委託（その３） 作業体制表 
 

 

  標題について、次の体制にて行いますので、報告します。 
 

[作業実施体制] 

担当者名 電話番号 担当する作業内容 非常時の連絡先 

    

    

    

    

    

    

    



 

 

暴力団等の排除に関する特記仕様書 
 

１ 暴力団等の排除について    

(1) 受注者（受注者が共同企業体であるときは、その構成員のいずれかの者。以下同じ。）は、大阪市暴力団排除条

例（平成 23 年大阪市条例第 10 号。以下「条例」という。）第 2 条第 2 号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」

という。）又は同条第 3 号に規定する暴力団密接関係者（以下「暴力団密接関係者」という。）に該当すると認め

られる者と下請契約、資材・原材料の購入契約又はその他の契約をしてはならない。 

(2) 受注者は、条例第 7 条各号に規定する下請負人等（以下「下請負人等」という。）に、暴力団員又は暴力団密接

関係者に該当すると認められる者と下請契約、資材・原材料の購入契約又はその他の契約をさせてはならない。

また、受注者は、下請負人等が暴力団員又は暴力団密接関係者に該当すると認められる者と下請契約、資材・原

材料の購入契約又はその他の契約をした場合は当該契約を解除させなければならない。  

(3) 受注者は、この契約の履行にあたり暴力団員又は暴力団密接関係者に該当すると認められる者から条例第 9 条

に規定する不当介入（以下「不当介入」という。）を受けたときは、速やかに、この契約に係る本市監督職員若

しくは検査職員又は当該事務事業を所管する担当課長（以下「監督職員等」という。）へ報告するとともに、警

察への届出を行わなければならない。また受注者は、下請負人等が暴力団員又は暴力団密接関係者に該当すると

認められる者から不当介入を受けたときは、当該下請負人等に対し、速やかに監督職員等へ報告するとともに警

察への届出を行うよう、指導しなければならない。 

(4) 受注者及び下請負人等が、正当な理由なく本市に対し前号に規定する報告をしなかったと認めるときは、条例

第 12条に基づく公表及び大阪市競争入札参加停止措置要綱による停止措置を行うことがある。 

(5) 受注者は第 3 号に定める報告及び届出により、本市が行う調査並びに警察が行う捜査に協力しなければならな

い。 

(6) 発注者及び受注者は、暴力団員又は暴力団密接関係者に該当すると認められる者からの不当介入により契約の

適正な履行が阻害されるおそれがあるときは、双方協議の上、履行日程の調整、履行期間の延長、履行内容の変

更その他必要と認められる措置を講じることとする。 

２ 誓約書の提出について 

  受注者及び下請負人等は、暴力団員又は暴力団密接関係者でない旨の誓約書を提出しなければならない。ただし、

発注者が必要でないと判断した場合はこの限りでない。 

 

 

特 記 仕 様 書 

 

（条例の遵守）【5 条関係】 

第 1 条 受注者および受注者の役職員は、本業務の履行に際しては、「職員等の公正な職務の執行の確保に関する条

例」（平成 18 年大阪市条例第 16 号）（以下「条例」という。）第 5 条に規定する責務を果たさなければならない。 

（公益通報等の報告）【6 条 2 項・12 条 2 項関係】 

第 2 条 受注者は、当該業務について、条例第 2 条第 1 項に規定する公益通報を受けたときは、速やかに、公益通報

の内容を発注者（福祉局総務部総務課）へ報告しなければならない。 

２ 受注者は、公益通報をした者又は公益通報に係る通報対象事実に係る調査に協力した者から、条例第 12 条第 1

項に規定する申出を受けたときは、直ちに、当該申出の内容を発注者（福祉局総務部総務課）へ報告しなければな

らない。 

（調査の協力）【7 条 2 項関係】 

第３条 受注者及び受注者の役職員は、発注者又は大阪市公正職務審査委員会が条例に基づき行う調査に協力しなけ

ればならない。 

（公益通報に係る情報の取扱い）【17 条 4 項関係】 

第４条 受注者の役職員又は受注者の役職員であった者は、正当な理由なく公益通報に係る事務の処理に関して知り

得た秘密を漏らしてはならない。 

（発注者の解除権）【21 条関係】 

第５条 発注者は、受注者が、条例の規定に基づく調査に正当な理由なく協力しないとき又は条例の規定に基づく勧

告に正当な理由なく従わないときは、本契約を解除することができる。 

 

 

そ の 他 特 記 仕 様 書 

 

 発注者と本契約を締結した受注者は、この契約の履行に関して、発注者の職員から違法又は不適正な要求を受け

たときは、その内容を記録し、直ちに発注者の福祉局総務部総務課（連絡先：０６－６２０８－７９１１）に報告

しなければならない。 

 


